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21-8)に示す．図 1-2(a)は，き裂幅 20 mm，き裂深さ 1 mm 程度の損傷規模であり，バ
ーグラインダーにて容易に削り取ることが可能である．そのため，き裂が浅い場合は，
グラインダーを用いたき裂除去が，有効な補修補強方法といえる．一方，図 1-2(b)は，







































































































た方法と，K 値解析用のひずみゲージを用いた 2 通りの方法に分類される．従来のひ
ずみゲージによる K 値の推定では，北川ら 1-28)が，き裂を含む板状構造物中に，き裂
先端を囲む仮想の部分領域を設定し，その外周にて計測したひずみ値と境界条件から




K 値と，表面のひずみ分布との関係を導くとともに，新たな K 値ゲージを開発し，K
値を推定する手法を提案している．本手法は，ゲージ 1 枚のみによって，簡易に貫通
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界 E [V/m]により，式(2-1)にて表すことができる 2-3)． 
D = dT + εE (2-1) 
ただし，電束密度 D [C/m2]は，単位面積あたりの電気力線の本数であり，電界の強さ
を表すものである．d [C/N]は圧電ひずみ定数，ε [C/V･m]は誘電率である． 
次に，圧電体にかかる応力成分と出力する電圧成分について考える．圧電素子にか
かる応力成分と電束密度の方向を定義した直座標系を図 2-2(a)および図 2-2(b)に示す．
X 軸，Y 軸を圧電体面内方向，Z 軸を圧電体面外方向とすると，応力の変化率成分は，
X 軸，Y 軸，Z 軸に生じる軸応力の変化率 ΔT1，ΔT2，ΔT3 と X 軸面，Y 軸面，Z 軸面
に生じるせん断応力の変化率 ΔT4，ΔT5，ΔT6の計 6 つの成分となる．この時，圧電体
の周辺に生じている電界 Eが 0 V/m と仮定すると，X 軸，Y 軸，Z 軸のそれぞれの方
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ただし，dij は圧電ひずみ定数であり，i 成分は電気分極の方向，j 成分は応力成分を
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Z 軸方向に生じる電束密度 D3 は，各方向にかかる軸応力の変化率に依存する．一方，










ただし，A1[m2]は Y 軸・Z 軸にて構成される電極面積，A2[m2]は X 軸・Z 軸にて構成
される電極面積，A3[m2]は X 軸・Y 軸にて構成される電極面積である．出力電圧 V[V]
は，静電容量 C[F]と電気量 Q[C]の関係から，式(2-5)を用いて表される 2-2)． 
V = Q/C (2-5) 
圧電体周辺の電界に変化が生じない場合，式(2-3)，式(2-4)および式(2-5)の関係より





図 2-2 各成分の定義 
 
  




























況を図 2-4 に示す．試験片の全長は 600 mm，平行部の長さが 160 mm，平行部の幅が
50 mm，試験片の厚さが 9 mm とし，材質は鋼材 SM490Y である．本試験では，圧電
素子センサとひずみゲージを試験片に貼付し，さまざまな載荷荷重と載荷速度下にお
ける出力電圧とひずみ応答の関係を確認した．センサは，圧電素子センサと三軸ひず
みゲージを試験体中央から左右 15 mm 離れた位置に設置した．使用した圧電素子セ




し，サンプリング周波数は，圧電素子センサ・三軸ひずみゲージともに 100 Hz とし
た．試験条件は，表 2-2 に示すように載荷荷重を 0.5 kN（1.1 MPa）から 50 kN（111.1 
MPa）までとする 6 パターン，載荷速度を 0.1 Hz から 5.0 Hz までとする 8 パターン
を選定し，各載荷条件を組み合わせることにより，計 48 パターンとした． 
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図 2-4 試験片の設置状況とセンサの設置状況 
  
表 2-1 圧電素子センサの特性値 2-1) 
密度 7800 kg/m3 
誘電率 2200 
圧電ひずみ定数 d31 0.20 nm/V 
圧電ひずみ定数 d33 0.49 nm/V 
使用可能温度 320 ℃ 
 
表 2-2 載荷条件 












載荷速度 0.1 Hz，応力振幅 100 MPa（0.5 kN から 50 kN まで）における圧電素子セ
ンサの出力電圧と載荷方向のひずみ応答を図 2-5 に示す．図 2-5 より出力電圧と載荷
方向の軸ひずみの間には，π/2 の位相差を確認できる．これは，前節にて述べたよう
に出力電圧がひずみの変化率に依存しているためだと考えられる．次に，出力電圧の








た．図 2-7 より，電圧積分の全振幅値は，載荷速度 1.0 Hz までは，載荷速度によらず
に同一線上にある．しかし，載荷速度 3.0 Hz および 5.0 Hz においては，電圧積分の
全振幅値が減少を示している．応力振幅 100MPa のとき，0.1 Hz を基準とした変化率
は，3.0 Hz にて 15.3 %，5.0 Hz にて 31.2 %と高い載荷速度になるほど，減少率が大き
くなっている． 
 






























図 2-6 電圧の全振幅値とひずみの全振幅値の関係 
 
図 2-7 電圧積分の全振幅値とひずみの全振幅値の関係 
 
本試験は，圧電素子センサを用いてひずみ応答の変化を把握する方法について検討
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20 
 
するパワースペクトル密度（PSD）と周波数の関係を図 2-10 に示す．図 2-10 より，
ひずみ応答の主な周波数成分が 1.0 Hz 以下にあることを確認できる．続いて，計測し
た時間領域のひずみ応答に対し，1.0 Hz のローパスフィルタを適用し，1.0 Hz 以下の
周波数成分にて構成されるひずみ応答を算出した．1.0 Hz 以下の周波数成分によるひ





図 2-8 試験橋梁とひずみ計測位置 2-1) 
 
















図 2-10 ひずみ応答に対する周波数解析結果 
 







































験片は，全長 600 mm，平行部の長さ 160 mm，平行部の幅 50 mm，厚さは 9 mm とし，
試験片中央には放電加工によるスリットを設けた．スリット形状は，長径 10 mm，短


















載荷条件は，載荷速度を 6 Hz の正弦波とし，平行部の公称引張応力が，振幅応力
120 MPa となるように引張荷重を上限 60 kN，下限 6 kN に設定した（以下，正規載荷
と呼ぶ）．本試験においては，載荷速度が 1 Hz を超えているが，図 2-7 の載荷試験の
結果より，同一の載荷速度であれば，試験に問題無いと判断した．また，疲労き裂の
進展状況を試験終了後に確認するため，ビーチマークの導入を正規載荷 10 万回ごと
に試みた．ビーチマーク導入時は，正規載荷の振幅応力の半分である 60 MPa とし，






図 2-12 試験片の寸法とセンサの設置位置 
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き裂の発生は，正規載荷 50 万回から 60 万回の間，疲労き裂が貫通したのは，正規載
荷 160 万回から 170 万回の間と考えられる． 
続いて，圧電素子センサによって計測した出力電圧を一階積分し，電圧積分の全振
幅値と，センサ中央部の載荷方向に対するひずみの全振幅値との関係を図 2-15 に示
































60 10.31 2.32 120 13.95 4.66 
70 10.62 2.67 130 15.01 5.30 
80 11.07 3.07 140 15.84 6.04 
90 11.74 3.40 150 17.02 6.88 
100 12.34 3.79 160 20.97 8.20 
110 12.98 4.13 170 32.64 9.00(貫通) 
 
図 2-15 電圧積分の全振幅値およびひずみの全振幅値と載荷回数の関係 2-1) 
 





































































ら 1/2 モデルを採用した．疲労き裂のモデルは，表 2-3 に示した実際のき裂寸法から
作成し，その形状は半楕円形状とした．境界条件は，図 2-17 に示すように，対称面
では対称条件として軸方向変位を固定した．載荷荷重に関しては，上縁に対し引張荷
重を与え，その大きさは前述する実験値である振幅応力 120 MPa となるように設定し
た．各材料構成則は，弾性係数 E を 205 GPa，ポアソン比 ν を 0.3 とした． 
 



































































作製した大型試験体の寸法を図 2-20 に示す．試験体は，支間長 5000 mm，桁高 1000 
mm，上下フランジ幅 300 mm，ウェブ厚 12 mm，フランジ厚 16 mm とし，ウェブの
両面には，幅 300 mm，厚さ 12 mm の面外ガセットを回し溶接にて取りつけた．溶接
条件は，溶接脚長を 6 mm とし，グラインダー等の止端処理は行わない． 
本試験は，それぞれの支点から 1500 mm 離れた垂直補剛材の上部を載荷位置とす
る 4 点曲げ載荷にて行った（図 2-20）．試験体に負荷した荷重値は，1 つの載荷点に
ついて上限荷重 700 kN，下限荷重 40 kN の振幅荷重 660 kN の正弦波とし，この時の
繰り返し速度は 1.55 Hz とした．また，き裂の進展状況を確認することを目的とし，
上述の載荷が 10 万回に達したごとに，ビーチマークを導入する作業を行った．その
際は，1 つの載荷点について上限荷重 700 kN，下限荷重 370 kN の振幅荷重 330 kN と
し，下限荷重のみを変更した．一連の試験については，疲労き裂が溶接止端から母材
側に約 10 mm 程度，進展するまで行った． 
上述の疲労試験中は，圧電素子センサとひずみゲージを用いて，モニタリングを行
った．試験体の設置状況を図 2-21(a)に，計測箇所 1 における溶接ビード付近のセン















図 2-20 大型試験体寸法 2-1) 
 












て貫通に至った．この時の載荷回数は，正規載荷 40 万回から 50 万回までの間である． 
続いて，き裂発生部（計測箇所 1）における圧電素子センサを用いて計測した電圧
積分の全振幅値と，き裂未発生部（計測箇所 2）における圧電素子センサを用いて計
測した電圧積分の全振幅値の関係を図 2-23 に示す．横軸は，表 2-4 に示した表面の
















図 2-22 計測箇所 1 における破面状況 














10 3.56 0.30 10 5.09 0.75 
20 9.06 0.93 20 9.65 1.56 
30 17.7 2.27 30 16.5 3.22 




図 2-23 き裂発生部およびき裂未発生部の電圧積分の全振幅値の変化 2-1) 
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て，3 節においては，外力同定を目的とした MEMS 加速度センサによる変位計測手法













いては，3 章 3 節にて述べる）． 
b) MEMS 加速度センサによる変位算出手法として，自由振動仮定法 3-1)を活用し，
加速度記録から変位応答を算出する． 
c) 外力の大きさを評価する指標として，b) にて算出した変位応答を，積分区間にて








本手法では，c) および f) にて算定したそれぞれの指標に基づき，疲労き裂の発生
および進展の判定を行う．判定には，次式で表される変位応答の総和と電圧積分値の
総和との比 R を用いた． 

















































置位置を図 3-2 に示す．また，使用した MEMS 加速度センサと MEMS 慣性センサの
性能特性を表 3-1 に示す．試験橋梁は，単支間 RC 床版合成 5 主桁プレートガーター




状況を図 3-3(a)に，車両検知部におけるセンサの設置状況を図 3-3(b)に示す．図 3-
3(a)に示すように，変位計測部では，橋軸中央部の G3 桁の下フランジに MEMS 加速
度センサを設置した．また，加速度記録から算出した変位応答の精度を確認するため，
接触式変位計を MEMS 加速度センサの直下に設置した．それぞれのサンプリング周
波数は，MEMS 加速度センサを 1000 Hz，接触式変位計を 100 Hz に設定した．車両検
知部は，G1 桁を除く G2 桁から G5 桁までの進入側と退出側（図 3-3(b)）にある端補
剛材の上端部に，MEMS 慣性センサを設置した．MEMS 慣性センサのサンプリング




図 3-2 試験橋梁の概要とセンサの設置位置 3-3) 










MEMS 慣性センサ ±49.0 1961 200(-3dB) 1961 
MEMS 加速度センサ ±147.1 0.59 460(-6dB) 1.96 
 
 
図 3-3 センサの設置状況 3-3) 
3-3-2．積分範囲による算出精度の違い 
本項では，積分範囲を 3 つの方法から決定し，積分範囲が変位応答の算出に与える
影響を確認した．精度検証に用いた加速度応答を図 3-4 に示す．図 3-4 は，一般車両
が橋梁を通過した際の橋軸中央部における加速度応答の結果である． 
はじめに，(i) 橋梁両端部の車両検知から決定する手法を検討した．積分範囲の決
定手順と変位算出手順を図 3-5 に示し，以下に説明を箇条書きにてまとめた． 






1000 mm 3500 mm 3500 mm 3500 mm 2750 mm
























i-d) 自由振動仮定法 3-1) を用いて，変位応答を算出する． 
検証対象の車両が通過した際の両桁端部における加速度応答を図 3-6 に示す．図 3-6
より，三軸の車両が 1.192 秒に進入し，3.142 秒に退出したことが確認できる．以上の
計測結果より，積分範囲を 1.192 秒から 3.142 秒までとし，自由振動仮定法により図
3-4 に示す加速度応答を積分した．加速度応答から算出した変位応答と接触式変位計





図 3-4 橋軸中央部に設置した MEMS 加速度センサによる加速度応答 3-3) 
 



























図 3-6 橋梁両端に設置した MEMS 慣性センサによる車両検知の結果 3-3) 
 
 
図 3-7 車両検知センサにて決定した積分範囲による変位算出結果 
 













































よる積分範囲の決定手順を図 3-8 に示し，以下に説明を箇条書きにてまとめた． 




























メータである 3-5), 3-6)．本分析では，一般化 Morse ウェーブレットを MATLAB Toolbox3-
7)にて実行した． 
本ウェーブレット変換は，解析パラメータ γ と β を設定する必要がある．Morse ウ
ェーブレットを可能な限り対称にするため，パラメータ γ は 3 に設定した 3-6)．また，
車軸の入退出による加速度応答を明確にするため，試行錯誤により解析パラメータ β
を 5 に設定した．まず，図 3-6 に示す車両進入側の加速度応答に対し，ウェーブレッ
ト変換を適用した結果を図 3-9(a)と図 3-9(b)に示す．図 3-9(b)より，図 3-6 にて示し
た車軸通過時の応答成分が高周波数帯を中心にあることを確認できる． 
続いて，上述の設定によるウェーブレット変換を図 3-4 に示す加速度応答に適用し
た結果を図 3-10(a)と図 3-10(b)に示す．図 3-10(b)より，図 3-9(b)にて確認した車軸
通過時の応答と同様の成分を確認でき，その応答は約 50 Hz を中心として分布してい
44 
 
る．このことから，本検討では図 3-10(b)に示した 50 Hz の応答を抽出し，積分範囲
を決定した．50 Hz における加速度振幅の時刻歴応答を図 3-11 に示す．図 3-11 より，
進入・退出時の応答を確認でき，そのピークから 1.293 秒から 3.234 秒までを積分範
囲とした．決定した積分範囲から自由振動仮定法により図 3-4 に示す加速度応答を積
分した．加速度応答から算出した変位応答と接触式変位計を用いて計測した変位応答





図 3-9 車両検知（進入側）における周波数解析結果 3-3) 
 




図 3-11 橋軸中央部にて計測した 50 Hz 成分の加速度応答 3-3) 
 




る．支間長 30 m から 60 m までの橋梁の場合，橋梁の自由振動の周波数応答は，約 2 
Hz 程度，車両重量による橋梁のたわみ成分は，1 Hz 以下となる 2-4)．これを参考に，



































iii-a) 橋軸中央部に MEMS 加速度センサを設置し，加速度応答を計測する． 




本手順に基づいて，図 3-4 に対し 1.0 Hz のローパスフィルタ処理を施した結果を図
3-15 に示す．図 3-15 より，図 3-13(b)に示した同様の形状を確認でき，その積分範囲
は 0.895 秒から 3.636 秒までと判断した．決定した積分範囲から自由振動仮定法によ
り図 3-4 に示す加速度応答を積分した．加速度応答から算出した変位応答と接触式変





































図 3-14 橋軸中央部における加速度応答の低周波数帯を用いて積分範囲を決定する手法 
 
図 3-15 橋軸中央部における加速度応答の低周波数帯を用いた積分範囲の決定結果 
 











































3 章 2 節にて提案した疲労き裂に対するモニタリングシステムの実用性を検証する
ため，前節の現場計測とは別日に，供用下の橋梁において計測を行った．試験橋梁は，
図 3-2 に示した橋梁と同一である． 
計測を行った位置を図 3-17(a)に示す．また，外力の大きさを計測すること目的と
し，G5 桁の下フランジに設置した MEMS 加速度センサと接触式変位計の配置状況を
図 3-17(b)に，ひずみ応答の変化を計測することを目的とする圧電素子センサとひず
みゲージの設置状況を図 3-17(c)に示す．外力の大きさを計測する箇所では，活荷重














3 章 3 節 2 項にて検証した加速度応答の低周波数帯成分による積分範囲を用いて変
位応答を算出した．本検討では，車両 1 台が橋梁上を走行したと考えられるデータを
用いた．加速度応答に対し，1.0Hz のローパスフィルタ処理を施した結果を図 3-18 に
示す．図 3-18 より，積分範囲は 2.43 秒から 5.38 秒までと特定できることから，その
範囲を積分範囲として，変位応答を算出した．加速度記録から算出した変位応答を図





図 3-18 橋軸中央部における加速度応答の低周波数帯成分 
 

















































































































































































図 3-21 圧電素子センサによる電圧積分値とひずみ計測結果の関係 
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これまで，2 章と 3 章において圧電素子センサを用いた疲労き裂の検知を試みてき
たが，本章より K 値ゲージによるき裂深さの推定手法について検討した．本章では，
まず 2 節において，本研究にて使用した K 値ゲージの概要について説明する．3 節で
は，K 値ゲージを用いた非貫通き裂に対する K 値の推定を目的とし，有限要素解析に
よる検証を行う．また，K 値ハンドブックを活用したき裂深さの推定手法を提案する．








黒崎ら 1-29)は，貫通き裂におけるき裂先端の K 値と，き裂まわりのひずみ分布との
関係を解明し，そのひずみ分布から K 値を推定できる K 値ゲージを開発した．ひず
みゲージによるひずみ計測と同様に，簡易に貫通き裂の K 値を推定できる点や，通常
のひずみ計測に使用するロガーにより計測できる点が特長である． 
本研究に用いた K 値ゲージの構成と寸法を図 4-1 に示す 4-2)．本研究に適用した K
値ゲージは，黒崎らが用いた K 値ゲージよりも小型である．これは，き裂先端の特徴
が表れるき裂のごく近傍の変化をより捉えやすくすることを目的として小型化した．
K 値ゲージの小型化による効果の詳細については，4 章 3 節 4 項にて述べる． 
K 値ゲージは，4 枚のゲージ素子（G1，G2，G3 および G4）によって構成されてお
り，ゲージの中心をき裂の先端に合わせて貼り付けることにより，き裂先端まわりの
ひずみを計測する．貫通き裂を対象としたとき，それぞれのゲージ素子にて計測した





ただし，K は開口モードにおけるき裂先端の K 値，ε i はゲージ G i における計測値，
Q は材料定数，R1 および R2 は形状定数とする．なお，ゲージ G i にて計測する値 ε i
は，ゲージ G i における半径 r 方向のひずみの平均値である．材料定数 Q，形状定数

















ただし，E は貼り付け材料の弾性係数，ν は貼り付け材料のポアソン比，r i は図 4-1(b)
に示したゲージ中央部からの半径とする．それぞれの半径 r 1 から r 4 までの寸法を式








4-3．有限要素解析による K 値ゲージ適用性の評価 
 
本節では，既往研究 1-29)において検討できていない，非貫通き裂に対する K 値の推
定を目的としている．まず，き裂幅，き裂深さ，板厚，荷重をパラメータとした有限
要素解析を行い，K 値ゲージを用いた非貫通き裂に対する K 値の推定手法について
提案する．次に，推定した K 値に基づく，き裂深さの推定手法についても説明する．






幅 2a，き裂深さ b の半楕円形状と仮定し，その大きさは，後述する実験結果をふまえ
て，き裂のアスペクト比 b/a が 0.4，0.5，0.6 となるように設定した．板厚 t に関して
は，9 mm，16 mm，24 mm の 3 通りの断面を対象とした．実施した 50 種類の解析ケ
ースを表 4-1 に，作成した解析モデルを図 4-2 に示す． 
境界条件は，図 4-2 に示すように，対称面では対称条件として軸方向変位を固定し
た．載荷荷重に関しては，公称応力が 130.8 MPa となるように引張荷重を上縁に与え
た．材料構成則は，弾性係数 E を 205 GPa，ポアソン比 ν を 0.3 とした． 
はじめに，解析モデルの正当性を評価した．J 積分による K 値の算出を目的とし，
き裂の前縁には図 4-3 に示す環状の要素（最小要素寸法 0.1 mm 程度）を配置した．
また，き裂先端に合わせて K 値ゲージを貼付した場合，ゲージ素子の位置は，図 4-4
に示した G1 および G3 の範囲と図 4-1 中に示した G1 および G3 のゲージ範囲が対応
している．また，本解析モデルは，き裂を中心に対称であることから，G1 ゲージのひ
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図 4-2 作成した解析モデル 4-1) 
 
図 4-3 き裂前縁と環状要素 4-1) 
 





一例として，板厚 9 mm，板幅 50 mm，き裂幅 16.6 mm，き裂深さ 5 mm，公称応力
130.8 MPa におけるひずみ分布を図 4-5 に示す．分布は，載荷方向に生じたひずみを
示している．図 4-5 より，き裂先端において，ひずみが集中しており，その分布は先
端から離れるほど，小さくなっていくことが確認できる． 
続いて，有限要素解析による K 値の解析方法の 1 つである J 積分を用いる方法によ






まず，J 積分の計算経路を検証することを目的とし，き裂先端から 7 番目までにおけ
る J 積分を解析し，式(4-5)を用いて K 値を算出した．一例として，板厚 9 mm，板幅
50 mm，き裂幅 16.6 mm，き裂深さ 5 mm，公称応力 130.8 MPa における 1 番目から 7
番目までの経路ごとの K 値算出結果を図 4-6 に示す．図 4-6 より，1 番目の経路と 4
番目の経路では，わずかに差異を確認できるが，5 番目以降の経路については，比較
的安定した解析結果を得られている．そのため，本解析では，5 番目の経路を J 積分
の解析経路とし，K 値の算出を行う． 







E(k)≅ 1+1.464(α)1.65 (4-6b) 
F(α,β,γ)= M1+M2(β)
2+M3(β)
4 ∙√α∙g∙fw (4-6c) 








+14(1 − α)24 (4-6f) 
g  =1+(0.1+0.35β2) (4-6g) 
62 
 
fw= sec (πγ β)
1
2 (4-6h) 
ここで，E(k)と F(α, β, γ)は，き裂形状に対する補正係数と板厚・板幅が有限である
ことに対する補正係数，α = b / a，β = b / t，γ = a / 2W である．また，適用可能な条件
は，遠方にて一様な引張応力を受ける平板中の半楕円き裂であり，き裂の適用範囲は，
0 ≤ b / a ≤ 1，a / W < 0.5 である．公称応力 130.8 MPa における，KFEM と KShapeとの関
係を図 4-7 に示す．図 4-7 中の記号，○，△，□はそれぞれ，板厚 9 mm，16 mm，24 
mm の結果を表している．また，記号の白塗り，網掛け，黒塗りは，き裂アスペクト
比 0.4，0.5，0.6 の結果を示している．図 4-7 より，それぞれのプロットは，原点を通
る傾き 1 の直線上にあり，KFEMと KShapeは，良い一致を示していることを確認できる．




図 4-5 き裂の先端まわりにおけるひずみ分布 4-1) 
 





























∫ εr∙r dθ dSS
S
 (4-7) 
ただし，εrはき裂先端部を中心とした半径 r 方向におけるひずみ成分，S は図 4-4 内
にて示したそれぞれのひずみ計測範囲の面積，θ はき裂先端と着目点が成す角度とす
る． 
式(4-1)に示した貫通き裂に対する K 値の算出式と，式(4-7)に基づき算出した K 値
ゲージによるひずみの解析値を用いて，応力拡大係数 KStrain を算出した．一例として，
板厚 9 mm，板幅 50 mm，き裂幅 16.6 mm，き裂深さ 5 mm，公称応力 130.8 MPa にお
ける，解析によるひずみ値と算出した KStrainを表 4-2 に示す． 
次に，各き裂形状に対する KStrain と，KShapeを比較するため，後述する実験の最大の
公称応力である 130.8 MPa および，その半分の値である 65.4 MPa における，KStrain と
KShapeとの関係を図 4-8 に示す．赤色の実線は，原点を通る傾き 1 の直線であり，KStrain
と KShape との誤差が少ないほど，この直線に近づく．それぞれの凡例マークについて

























〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm






表 4-2 解析によるひずみ値と算出した K 値 4-1) 
ε1 (ε2) [μ] ε3 (ε4) [μ] KStrain [MPa√m] 
536 359 11.70 
 
図 4-8  公称応力 65.4 MPa と 130.8 MPa のときの K 値ゲージによる K 値と 
K 値ハンドブックによる K 値との関係 4-1) 
4-3-3．K 値ゲージを用いた非貫通き裂に対するき裂深さの推定手法 
貫通き裂を想定した式(4-1)を用いて算出した K 値を補正することによって，非貫
通き裂の K 値を推定する手法を検討する．具体的には，図 4-8 より，KStrain と KShapeの
間に線形関係を確認できることから，最小二乗法を用いて導出した回帰式による，K
値の補正方法を検討する． 





























〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm









討した．公称応力（32.7 MPa，65.4 MPa，98.1 MPa，130.8 MPa）と回帰式の切片との
関係を図 4-9 に示す．図 4-9 より，公称応力と回帰式の切片は，線形関係を示してお
り，その関係は式(4-9)を用いて，表すことができる． 
y = 0.039σ (4-9) 
したがって，式(4-8a)，式(4-8b)，式(4-8c)，式(4-8d)および式(4-9)より，公称応力の違
いを考慮した K 値の補正式 KMod は，式(4-10)を用いて表すことができる． 
KMod = 0.858KStrain+0.039σ (4-10) 
なお，回帰式の切片は，K 値の単位と一致している．図 4-8 にて算出した KStrain を式
(4-10)の補正式に代入し，応力拡大係数 KMod を算出した．公称応力 130.8 MPa におけ
る KMod と KShapeとの関係を図 4-10 に示す．赤色の破線は，KShapeの値を基準とした際
の相対誤差±12 %を示している．式(4-10)を用いた K 値の補正により，非貫通き裂に
対する K 値の推定は，誤差±12 %以内の精度に向上することができた．また，他の公
称応力（32.7 MPa，65.4 MPa，98.1 MPa）についても同様の結果が得られた．以上よ
り，式(4-10)による K 値の補正を行うことにより，非貫通き裂に対しても K 値ゲージ
を用いて，誤差±12 %以内の精度にて K 値を推定できる可能性がある． 
 





















図 4-10 補正した K 値と K 値ハンドブックの K 値との関係 4-1) 
式(4-10)から補正して得られた K 値を用いて，き裂深さの推定を試みる．き裂深さ
の推定手順を図 4-11 に示し，以下に手順を説明する． 
a) き裂幅，鋼材寸法（板厚，板幅）を計測する． 
b) K 値ゲージとひずみゲージより，K 値推定用のひずみ値と公称応力用のひずみ値
を計測する． 
c) 式(4-1)および式(4-10)を用いて，計測した K 値ゲージのひずみ値と公称応力から， 
K 値を推定する． 




e) d)にて算出したそれぞれの K 値と，き裂深さの関係から，切片を 0 とした回帰式
を導く．一例として，板厚 9 mm，板幅 50 mm，き裂幅 16.6 mm，公称応力 130.8 
MPa におけるき裂深さと K 値の関係および，その回帰式を図 4-12 に示す． 



























〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm









図 4-11 き裂深さの推定手順 4-1) 
 
図 4-12 K 値とき裂深さとの関係 4-1) 
 













































〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm









本項は，K 値ゲージの小型化が K 値の推定に対し，どのような効果を与えたのかを
検証するため，旧型の K 値ゲージにおける K 値の推定を解析的に行った．作成した
解析モデルを図 4-14 に示す．解析モデルは，旧型の K 値ゲージのゲージ寸法に合わ
せてパートを分割し，旧型の K 値ゲージが計測するひずみ値を解析した．境界条件，
載荷条件，き裂形状のモデルパターンについては，表 4-1 および図 4-2 にて示した各
条件と一致している． 
はじめに，作成した解析モデルの正当性を確認するため，4 章 3 節 2 項にて用いた
K 値によるモデルの評価を行った．J 積分による K 値は，4 章 3 節 2 項と同様に 5 番
目の環状要素における J 積分を用いて評価し，式(4-5)を用いて算出した．また，算出
した J積分からのK値との比較は式(4-6)に示したK値ハンドブックを用いて行った．
各き裂形状における J 積分からの K 値と K 値ハンドブックからの K 値の関係を図 4-
15 に示す．図 4-15 より，J 積分からの K 値と K 値ハンドブックからの K 値は，良い
一致を示しており，作成したモデルの正当性を確認できた．続いて，旧型の K 値ゲー
ジモデルから解析的に K 値ゲージのひずみ値を算出し，式(4-1)，式(4-2)，式(4-3)およ
び式(4-4)を用いて K 値を推定した．ただし，旧型の K 値ゲージの場合，新型の K 値
ゲージとゲージ寸法が異なるため，式(4-3)および式(4-4)を再計算し，R1 は 16.7 [√1/m]，
R2 は 11.9 [√1/m]を用いている．旧型の K 値ゲージによる補正前の K 値と K 値ハンド
ブックからの K 値との関係を図 4-16 に示す．図 4-16 より，き裂深さが小さい場合









図 4-15 旧型ゲージによる J 積分からの K 値と理論値 K 値の関係 
 


















〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm




















〇 板厚 9 mm
△ 板厚 16 mm


















2 mm，幅 10 mm の半楕円形状のスリットを設け，その端部から疲労き裂を発生させ
た．また，公称応力の計測を目的として，スリットから 60 mm 離した位置に，一軸ひ
ずみゲージを両面に 4 枚貼付した． 










K 値ゲージの貼付状況と貼付方法を図 4-19 と図 4-20 に示す．K 値ゲージの計測は，
最小荷重 9.8 kN（1.0 tf）から最大荷重 58.8 kN（6.0 tf）を 9.8 kN（1.0 tf）ごとに載荷
した際の静ひずみを計測した． 
 




300 mm 300 mm












図 4-18  マイクロスコープによるき裂の観察（50 倍）4-1) 
 
図 4-19 K 値ゲージの貼付状況 4-1) 
 

















と G2 は同様な値となり，外側ゲージ G3 と G4 も同様な値となると考えられる（図 4-
1(b)）．また，K 値ゲージによる計測は，弾性範囲内の載荷荷重としているため，各計
測値と公称応力との関係は線形となる．さらに，図 4-5 のひずみ分布より，G1，G2 の
計測値が G3，G4 値よりも，大きくなると考えられる．この条件を満たしていること
を，図 4-22 に示す公称応力とひずみとの関係より確認した．図 4-22 より，内側ゲー
ジ G1 と G2 の計測値は，外側ゲージ G3 と G4 の計測値より大きくなっていることが
確認できる． 
K 値ゲージによる計測値と式(4-1)を用いて，K 値を推定する場合，式(4-11)に示す
内側ひずみの和と外側ひずみの和の差分値 Δε が重要なパラメータとなる． 
∆ε=(ε1+ε2) − (ε3+ε4) (4-11) 
上述したように各計測値（ε1，ε2，ε3 および ε4）は公称応力と線形の関係があること
から，ひずみの和の差分値 Δε も線形関係となる．Δε と公称応力の関係を図 4-23 に
示す．また，図中には線形関係を評価する決定係数 R2 を示している．図 4-23 より，
73 
 
Δε と公称応力との決定係数は，0.9939 であり線形関係にあることが確認できる．図 4-
22，図 4-23 の考察より，この計測ケースでは，K 値ゲージは精度良く貼付できてい
たと考えられる． 
一方，K 値ゲージを精度良く貼付できていなかったと考えられる，K 値ゲージのひ
ずみの計測値と公称応力の関係を図 4-24 に，Δε と公称応力の関係を図 4-25 に示す．
図 4-24 より，内側ゲージ G1 と G2 の計測値が，外側ゲージ G3 と G4 の計測値より




より必ず大きくなること」および「図 4-23 に示す，Δε と公称応力の決定係数が 0.99
以上にあること」の 2 項目から判断し，この条件を満たすデータのみを用いて K 値の
推定および，き裂深さの推定を行った． 
 
図 4-22 各ゲージ素子の計測値と公称応力との関係（貼付精度が良い場合）4-1) 
 





































図 4-24 各ゲージ素子の計測値と公称応力との関係（貼付精度が悪い場合）4-1) 
 
図 4-25 ひずみの和の差分値と公称応力との関係（貼付精度が悪い場合）4-1) 
4-4-4．き裂深さの推定結果 
一例として，図 4-21(b)に示した 110 万回のき裂形状に対し，K 値の推定および，
き裂深さの推定を行った．K 値ゲージにて計測したひずみの値と，一軸ひずみゲージ
を用いて計測した公称応力の値を式(4-1)および式(4-10)に代入し，K 値を推定した．
推定した K 値と，K 値ハンドブックの式による K 値との関係を図 4-26 に示す．K 値
ゲージの計測では，最小荷重 9.8 kN（1.0 tf）から最大荷重 58.8 kN（6.0 tf）を 9.8 kN
（1.0 tf）ごとに載荷したため，6 つのプロットとなっている．赤色の破線は，K 値ハ
ンドブックの式による K 値を基準とした際の相対誤差が±17 %となる線を示してい






































続いて，4 章 3 節 3 項にて述べた手法を用いて，推定した K 値から，き裂深さの推
定を行った．推定したき裂深さと，き裂深さを推定した際の公称応力との関係を図 4-
27 に示す．赤色の実線は，実際のき裂深さを，赤色の破線は，実際のき裂深さを基準
とした際の相対誤差が±20 %となる線を示している．図 4-27 より，それぞれの公称応
力にて推定したき裂深さは，実際のき裂深さに対し，誤差±20 %以内の精度にて，推
定できていることが確認できる．なお，公称応力が大きくなるにつれて，推定精度が
向上している理由は，計測時に含まれる電気ノイズ等のノイズに対する S/N 比（Signal 
/ Noise 比）の向上によるものと考えられる． 
最後に，他のき裂形状に対するき裂深さの推定結果を図 4-28 に示す．図 4-28 に示
す実際のき裂深さ（横軸）一つの結果に対し，複数のプロットがある理由は，K 値計





























図 4-27 推定したき裂深さと推定した時の公称応力との関係 4-1) 
 

















































a) 提案した補正式（式(4-10)）を用いることにより，非貫通き裂に対しても K 値
ゲージを用いて，誤差±12 %以内の精度にて K 値を推定できる可能性がある
ことを，有限要素解析により確認した． 
b) 疲労き裂の形状に依らず，K 値ゲージにより，誤差±15 %以内の精度にて，非
貫通き裂に対するき裂深さを推定できる可能性があることを，有限要素解析に
より確認した． 
















4-3） Murakami, Y., Aoki, S., Hasebe, N., Itoh, Y., Miyata, H.,Miyazaki, N., Terada, H., 
Tohgo, K., Toya, M. and Yuuki,R.: Stress Intensity Factors Handbook, Vol. 2, 
























験片の側面図を図 5-1(b)に示す．引張試験片は全長 600 mm，幅 65 mm，厚さ 12 mm，
溶接脚長 6 mm とした．また，ガセット部の寸法は，高さ 75 mm，幅 200 mm，厚さ
10mm とした．本試験においては，疲労き裂を発生させるガセットを選定し，残った
他の溶接止端部は，グラインダー処理を施した．疲労試験は，最小荷重を 3.92 kN，最
大荷重を 81.9 kN，繰り返し速度を 6 Hz として正規載荷を行った．また疲労き裂の形
状と寸法を確認する目的とし，正規載荷 10 万回ごとに上限応力を維持しながら，応
力範囲を 1/2 とする載荷を行い，ビーチマークを導入した．疲労試験は，試験片が破
断した正規載荷 137.0 万回まで実施した． 
続いて，K 値ゲージの設置状況を，図 5-2 に示す．K 値ゲージの貼付は，K 値ゲー
ジの中心が疲労き裂の先端に一致するよう位置を調整した．疲労き裂の先端の確認お
よび K 値ゲージの調整は，マイクロスコープを用いて行った．K 値ゲージの貼付後
は，試験片に対し静的載荷を行い，その際に生じる静的なひずみ応答を計測した．載
荷条件は最小荷重を 9.81 kN，最大荷重を 78.5 kN とし，9.81 kN ごとに計測を行った． 
 
 
































を図 5-3(b)に示す．また，計測した各ビーチマークのき裂幅とき裂深さを表 5-1 に示
す．疲労き裂は，正規載荷 70 万回から 80 万回の間に発生し，半楕円状にき裂が進展
していることを確認できる．本研究では，疲労き裂が溶接止端から離れ，K 値ゲージ








図 5-3 破面状況 
表 5-1 ビーチマーク寸法 
載荷回数 [万回] き裂幅 [mm] き裂深さ [mm] 
80 万回 8.6 1.8 
90 万回 16.6 2.6 
100 万回 17.4 3.5 
110 万回 20.5 5.2 
120 万回 23.1 6.2 
130 万回 29.0 9.2 
  





K 値ゲージとき裂先端の位置関係を図 5-4 に示す．図 5-4 より，4 mm 程度のズレを
確認できるが，他の試験と比較すると，良い貼付精度であった．本項は，この K 値ゲ
ージにより計測されたひずみ値と，これまでの提案手法をもとに，き裂深さの推定を
行った．これまでの提案手法に基づいて算出した補正 K 値の結果と，補正 K 値によ
るき裂深さの推定結果を，図 5-5 および図 5-6 に示す．図 5-5 および図 5-6 より，誤
差が最大 60 %を示したことから，溶接止端における K 値ゲージのき裂深さの推定に
は，課題が残る結果となった． 
 
図 5-4 K 値ゲージの貼付とき裂先端の関係 
 























































した直後（正規載荷 110 万回），母材進展の中期（正規載荷 120 万回），母材進展の後





の正当性は，4 章 3 節 2 項にて行った K 値による手法を採用し，5 番目の環状要素に
おける J 積分を用いて評価した．また，J 積分から K 値の算出は式(4-5)を，算出した
J 積分からの K 値との比較は，式(4-6)に示した K 値ハンドブックを用いて行った．表
5-1 に示した各き裂形状における J 積分からの K 値と K 値ハンドブックからの K 値
の関係を図 5-8 に示す．図 5-8 より，J 積分からの K 値と K 値ハンドブックからの K
値は，良い一致を示していることから，作成した平板モデルの正当性を確認できた． 
続いて，K 値ゲージにて算出した，それぞれのゲージにおけるひずみ値の関係につ
いて検討した．一例として，き裂幅 20.5 mm，き裂深さ 5.2 mm における各ゲージに
おけるひずみ算出値を図 5-9 に示す．図 5-9 より，平板下における K 値ゲージのひず










図 5-7 解析モデルの概要 
 
図 5-8 J 積分による K 値と理論値 K 値の関係（平板） 
 





































図 5-10  面外ガセットモデルの概要 
5-3-2．解析結果 
一例として，き裂幅 20.5 mm，き裂深さ 5.2 mm における，き裂先端付近の載荷方
向に対するひずみ分布を図 5-11 に示す．図 5-11 より，き裂先端にひずみ分布が集中
していることを確認できる．また，溶接止端側では溶接ビードによる応力集中が，表
面のひずみ分布に影響を及ぼしていることが確認できる． 
続いて，K 値ゲージにて計測可能なひずみ値を解析的に算出した．正規載荷 110 万
回，正規載荷 120 万回および正規載荷 130 万回におけるゲージ G1 からゲージ G4 ま
でのひずみ算出結果を図 5-12(a)，図 5-12(b)および図 5-12(c)に示す．平板下におけ
る図 5-9 の結果とは異なり，溶接側にあるゲージ G2 およびゲージ G4 のひずみ値が，
ゲージ G1 およびゲージ G3 のひずみ値と比べ，大きな値を示している．また，き裂
の進展に伴い，溶接止端からき裂の先端が離れていくと，溶接側のゲージ値と平板側
のゲージ値との差は，小さくなった．これは，溶接止端に起因する応力集中の影響を，
溶接側にあるゲージ G2 およびゲージ G4 が捉えており，溶接ビードから離れるほど，
その影響が小さくなるためだと考えられる． 
続いて，算出した各ゲージのひずみ値に基づいて K 値の推定を行った．K 値の推定
には，4 章 3 節 3 項にて提案した K 値の算出手法を用いて実施した．正規載荷 110 万







図 5-11 面外ガセットモデルにおけるひずみ解析結果 
 






















(b) 母材進展の中期（正規載荷 120 万回） 
 
(c) 母材進展の後期（正規載荷 130 万回） 
図 5-12 各き裂形状におけるひずみ解析結果 
表 5-2 解析による K 値の算出結果と理論値の比較 
載荷回数 [万回] 解析による K 値 [MPa√m] 理論値 K 値 [MPa√m] 誤差率 [%] 
110 6.83 11.35 -39.8 
120 7.42 13.35 -44.4 






























































討した．2 章と 3 章では，疲労損傷の監視を行うことを目的とした圧電素子センサに




第 1 章 
第 1 章では，疲労損傷の事例を述べるとともに，維持管理が抱える課題について説
明した．また，維持管理におけるセンサの活用方法を述べるとともに，本研究にて圧
電素子センサと K 値ゲージを選定した理由についても述べた． 












第 3 章 











第 4 章 
圧電素子センサによる疲労損傷の発見後を想定し，K 値ゲージによる損傷規模の把
握手法について検討した．まず，非貫通き裂に対する K 値の推定方法を検討すること
を目的とし，50 通りの有限要素解析を実施した．本研究では，従来の K 値推定式を
用いて算出した K 値を補正する新たな手法により，K 値を精度良く推定できること
を確認した．さらに，大型の K 値ゲージと小型の K 値ゲージの計測精度を有限要素
解析により検証し，本研究にて用いた小型の K 値ゲージの有効性を確認した．続い




第 5 章 
第 5 章では，第 4 章にて提案したき裂深さの推定手法が，溶接止端部における疲労
き裂に対しても適用できるのかを検証するため，面外ガセット溶接試験体による疲労






















































だきました．私が研究を本格的に開始した 2015 年度から約 6 年間，親身になって指
導していただき，研究内容に関するご助言だけでなく，研究発表の技術や研究の心構
えなど，今後も活用できる貴重な技術を教えていただきました．教えていただいた技
術は今後も大切にし，一研究者として活躍できるように，尽力していきたいと存じま
す． 
今回，本論文の副査として白旗弘実先生（東京都市大学都市デザイン学部都市工学
科教授）と，焦瑜先生（東京都市大学都市デザイン学部建築学科准教授）にご担当い
ただきました．白旗弘実先生には，貴重なご意見をいただいた上，本研究の疲労試験
に際しては，試験機の使い方などをご教示いただき，本研究の貴重なデータを得る際
にご尽力いただきました．焦瑜先生には，建築分野の視点からの貴重なご意見をいた
だき，本論文をよりよい内容とすることができたと存じます． 
本論文に関する研究につきましては，田井政行先生（琉球大学工学部工学科助教）
から，疲労き裂を含む有限要素解析において，多大なるご協力をいただきました．ま
た，三木千壽先生（東京都市大学学長）からは，ゼミなどを通して温かくも厳しいご
意見をいただきました．その甲斐ありまして，研究の質をあげられたものと感じてお
ります．また，博士後期課程に進学するにあたり，多くの相談に乗っていただきまし
た．この進路に進めたのも三木先生にご助言いただいたおかげと感じております． 
本論文にて行われた実験につきましては，多くの方にご協力・ご尽力いただきまし
た．圧電素子センサの製作および提供に，株式会社セラテックエンジニアリング様，
MEMS 加速度センサの設置および計測に，株式会社セイコーエプソン様，K 値ゲージ
の提供および計測に，株式会社共和電業様のご協力のもと実施されました．また，実
橋梁における計測では，株式会社首都高速道路様，一般財団法人首都高速道路技術セ
ンター様，株式会社首都高技術様に，大型試験体による疲労試験には，施工技術総合
95 
 
研究所様に多大なるご協力・ご尽力いただきました．各計測においては，これまでに
ない非常に重要なデータの取得することができ，センサによる疲労損傷センシングの
実現に向け，大きな一歩を踏み出すことができたものと感じております．この場を借
りまして，お礼申し上げます．誠にありがとうございました。 
 
最後に，学部入学から 9 年間の長い間，支えてくれた家族に感謝いたします．誠に
ありがとうございました。 
